
■平成27年度施策評価の結果概要一覧

・【最終成果達成状況判定基準】最終目標達成率100.0％以上で「Ａ順調」、80.0％以上で「Ｂ概ね順調」、60.0％以上で「Ｃやや遅れている」、60.0％未満で「Ｄ遅れている」

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

06市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり（政策統括監：企画部長）

06-01市民主体によるまちづくりの推進

06-01-01市民の参画と協働によるまちづくりの推進

①

年度毎の市民
活動情報セン
ター事業利用
者数と出前相
談対応者数の
合計（センター
報告書により
把握）

年度毎の市民
活動情報セン
ター事業利用
者数と出前相
談対応者数

1,183人

471
（出前相
談対応
者数不

明）

601 1,320人 未達成 10.0%

②

（参考）市民と
行政の協働体
制づくりに対す
る市民満足度
（6段階評価）

市民意識調査 3.655 3.804 － 増加 - 30.0%

③

市民主体によ
るまちづくりの
推進に対する
市民満足度

市民意識調査
3.827
[H24]

3.731 － 増加 - 30.0%

④

地域活動やボ
ランティア活動
などに参加し
ている市民の
割合

市民意識調査
による［隔年実
施］

－ 34.6% －
（後期計
画反映）

- 20.0%

⑤
情報センターＨ
Ｐ・ブログアク
セス数

情報センター
のＨＰ・ブログ
のアクセス数

－
167,577

件
161,988

件
180,000

件
未達成 10.0%

06-01-02男女共同参画社会の実現

①

「男性は仕事、
女性は家庭」
に同感しない
人の割合

市民意識調査
による[隔年実
施]

47.8%
（Ｈ17）

60.5%
（市民意
識調査）

― 55.0% － 40.0%

②
審議会等にお
ける女性委員
の比率

毎年度に実態
調査

25.6%
29.8%[H2

7.4.1]
29.8%[H2

7.4.1]
40.0% － 30.0%

③

男女が等しく社
会に参加でき
る環境づくりの
満足度（6段階
評価）

市民意識調査 3.718 3.751 － 増加 － 30.0%

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望
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 市民、企業、行
政がそれぞれの
責任を果たし協
力しながら、相
互に連携してま
ちづくりに取り組
み、「自分たちの
まちは自分たち
で創る」という自
治が確立されて
いる。また、まち
づくりのためのさ
まざまな活動や
企画に、市民が
積極的に参加・
参画できる環境
が整っている。

Ｂ

・市民活動情報セン
ター事業における相
談件数、ＨＰ・ブログ
アクセス数は指標設
定時より減少してい
る。これまで経験を積
み重ねてきた団体に
おいて、センター事業
を頼らなくても一定の
活動の実施が可能で
あることと、新規の担
い手が生まれてきて
いないことが原因であ
ると考える。

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

　 ①住民自治の浸透、市民の参
画意識の高揚が増している。

②市民活動団体や地域づくり組
織等において、これまでの経験
により一定の活動の実現ができ
ているが、更にまちづくり活動を
発展させるため、特定の人しか
関わっていないなどの人材不足
や住民意識の高揚はまだまだ
図られていない面もある。

③地方分権の進展に伴い政策
の提案など議会の果たす役割
の重要性が増している。

①市民情報センター事業によ
り、協働や市民活動に活かせる
情報発信や市民活動団体や地
域づくり組織等のまちづくりの相
談、支援を行い、協働の推進の
醸成をつくっている。

②政務活動費取扱要領により、
適正な支出とするため使途を明
確にしている。

①市民活動団体や地域づくり
組織、ＮＰＯ法人等が多様な団
体と連携した活動の広がりを
活発にする。

②市民活動情報センター事業
における相談体制は、相談
ニーズに合わせてサポートをし
てきたが、相談件数は指標設
定時より減少している。これま
で経験を積み重ねてきた団体
において、センター事業を頼ら
なくても一定の活動の実施が
可能であることと、新規の担い
手が生まれてきていないことが
原因であると考える。

③議員の政務活動の成果を検
証する仕組みが整っていな
い。

④市民情報活動センター事業
はH28年度で10年目となるが、
開設当初から地域づくり組織
の体制や、社会的なNPO・市
民活動に関する概念が変化
し、ニーズが変わってきてい
る。

①市民活動団体の活動紹介す
る等情報提供のほか、多様な
主体と連携できるよう、相談体
制を見直し、定期的に地域を
巡回し情報提供や情報交換、
相談ニーズに合せた支援をす
る。

②地域づくり組織とＮＰＯ・企業
などの協働提案を構築実施す
る。市民の意見が活かされる
行政マネジメントシステムを構
築する。

③市民との意見交換会や市政
課題などからテーマを定めて
議会の会派、議員で調査・研
究活動を行い、成果として議会
からの政策提言ができる体制
づくりを進める。

④市民活動情報センターのこ
れまでの活動を検証し、新たな
ニーズに対応できるよう、事業
形態も含め、より効果的な事
業内容を研究する。
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 男性も女性も主
体的に家庭、職
場、地域活動に
参画するととも
に、男女共同参
画の理解を広く
普及啓発し、性
別にかかわりな
く、一人ひとりが
個人として尊重
され、社会のあ
らゆる分野にお
いて共に参画
し、責任を担う
社会が形成され
ている。

Ｂ

審議会等における女
性委員の比率がＨ26
よりも、増加している。
最終目標は達成して
いないが、毎年２％程
の増加を計画してお
り、その点に関しては
概ね達成できた。

　 ①Ｈ27に実施した男女共同参画
アンケート（以下、「アンケート」）
で「女性が仕事を持つこと」につ
いて、全体のほぼ半数が「結婚
や出産をしても辞めずに仕事を
続ける方がよい」と回答し、女性
は家庭という固定的役割分担意
識が薄れてきている。

②アンケートで「職場での管理
職に女性が少ない状況」につい
て、男女のどの年代において
も、「適正のある女性はどんどん
登用すべき」と回答する人が70%
前後であり、女性の様々な分野
への参画についての意識の変
化が見受けられる。

①講座、フォーラムの開催やサ
ポーター活動により、市民に意
識が浸透した。

②各種審議会等の委員は慣例
的に充て職が多く、女性委員が
増加しにくい。

①固定的性別役割分担として
「男性は仕事、女性は家庭」の
考え方に同感しない（どちらか
と言えば同感しないを含む）人
の割合は60.5％で、5年間で増
加傾向にあり、一定の改善が
みられ、固定的性別役割分担
意識は薄れつつあるが、いま
だ根強く残っている。

②アンケートで、女性は結婚や
出産をしても仕事を続ける方
がよいと半数が回答している
が、家庭での家事分担は、ほ
とんどの家事の分野におい
て、「主に妻」が行っており、仕
事と家庭が両立できる環境整
備ができているとは言えない。

①講座による意識啓発を図
る。

②審議会等における女性委員
の割合を増加させるよう、他市
との取り組みの比較等を行
い、庁内への働きかけをする。

③仕事と生活の両立に取り組
む企業の紹介を広報・ホーム
ページ等で行い、企業の自主
的な取り組みを促進する。

④男女共同参画は、雇用・労
働環境・教育・子育てなど様々
な分野に係るため、各課と連
携をとりながら男女共同参画を
推進していく。
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■平成27年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

06-01-03まちづくりをリードする人材の育成

①
全国地域リー
ダー養成講座
受講者数

受講者数 － ２ ２ ４ 50.0% 60.0%

②
地域活動リー
ダー研修会参
加者満足度

参加者アンケ
－ト調査

88.6% 100％ 100
（後期計
画反映）

－ 40.0%

06-02魅力ある地域づくりの推進

06-02-01地域の自主的な活動の推進

①

市内16自治組
織が行うきらめ
く地域づくり交
付金事業の延
べ活動者数

各地区からの
実績報告書に
より集計

5,471人 6,480人 2,920人 6,500人 45.0% 20.0%

②

地域が主体と
なって行う分の
地域計画の進
捗率

各地区からの
実施報告書に
より把握

－ 70.8％ 72.1％ 70% 105.3% 40.0%

③
交流センター
年間利用者数

交流センタ－
利用状況報告
書により集計

263,908
人

207,457
人

222,470
264,000

人
84.3% 40.0%
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 市民が主体と
なってまちづくり
を進めるため、
市民、地域、企
業、NPO、行政
などの多様な主
体が連携し、地
域づくり活動を
リード・サポート
する人材が育成
されている。

Ｃ

全国地域リーダー養
成講座への参加者が
増えていないため、や
や遅れている。

地域活動リー
ダー研修は毎年
実施されており、
毎回ほとんどの
地域づくり組織
からの参加があ
る。

①市内では、16自治組織が中心
となって地域の特色を生かした
地域づくりが意欲的に進められ
ている。

②全国的な少子高齢化が進展
する中、地域づくりを担う世代の
高齢化が進み、次世代の人材
育成が必要となっている。

③全国地域リーダー養成塾は、
H27は受講者なし。

①地域活動リーダー研修を効果
的に実施できる視察先を選定し
なければならない。

②指定管理者制度が定着し、地
域が主体的に地域づくり事業に
取り組めるようになってきた。

①市内では、16自治組織が中
心となって地域の特色を生か
した地域づくりが意欲的に進め
られているが、地域によって意
識のばらつきがあり、活発さに
地域差がみられる。
　また、少子高齢化の進行によ
り、民俗芸能や地域独自の風
習・文化の継承の重要性が高
まっている中、地域づくりを担う
世代の高齢化が進み、次世代
の人材育成が進んでいない。

②全国地域リーダー養成塾
は、2泊3日、年5回程度という
日程などが敬遠されているせ
いか参加希望者が出てこな
い。

③地域活動リーダー研修会に
ついては、北上市自治組織連
絡協議会と協働で実施してい
るものであるが、実施内容がマ
ンネリ化してきている。

①地域づくりに関するセミナー
や研修、人材育成支援情報の
的確な提供を行う。

②全国地域リーダー養成塾へ
の塾生派遣（補助金制度の活
用）について、16自治組織へ強
く働きかけていく。

③地域活動リーダー研修会に
ついては、北上市自治組織連
絡協議会と連携し、内容を検
討する。
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 これまでそれぞ
れの地域が育ん
できた個性や資
源を活かしなが
ら、地域が進め
てきた取り組み
の成果を引き継
ぎ、充実してい
る。また、地域を
最も知っている
住民自ら地域の
将来がどうある
べきか考え、行
動していけるよ
う連帯感を醸成
し、地域の実践
力が向上してい
る。また、指定
管理者制度によ
り交流センター
が地域づくりの
拠点施設として
位置付けられた
ことにより、特色
ある地域づくり
が進展し、コミュ
ニティの醸成が
図られる。

Ｂ

指標１、指標３は最終
目標達成には届かな
いが、指標２は目標を
達成しており、概ね順
調と判断で来る。

H26年度からの
総合交付金で
は、地域づくり事
業に携わった人
数の報告を任意
としており、実績
値は全地区分の
人数ではないた
めと減少となっ
た。（また、イベ
ントへの来場者
数を含めると人
数が大幅に増え
るため、来場者
はカウントしてい
ない。）
交流センターの
利用者はH23の
有料化などの影
響で減少し、そ
の後減少傾向が
続いていたが、
H27は増加して
いる(前年比7.2%
増）。

①H26から「地域づくり総合交付
金」が創設され、交付額が増加
したため、それらを活用した地域
づくり活動が積極的に実施され
た。

②交流センター利用者数は、有
料化などの影響で減少し、その
後減少傾向を脱していない。

①地域づくり組織が地域計画を
推進するにあたり、関係者との
調整・助言など、支援を行った。

②H27年に交流センター利用者
が増加したのは、市の主催事業
の増加によるところが大きい。
（市主催事業　前年比127件増
11,734人増）

①地域が目指す将来像の実現
に向けた地域住民の主体的な
活動を促進するため、活動拠
点となる施設として交流セン
ターを活用しているが、老朽化
が進んでいる施設がある。

②交流センターの利用者が固
定化している。

①計画的に効果的な改修工事
や修繕を行い、利用者である
地域住民の主体的な活動を促
進する。

②交流センター推進員の研修
会を実施し、実施事業の改善
に役立てる。
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■平成27年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

06-02-02地域が連携し共生するまちづくりの推進

①
地域景観資産
認定数

累計
０

[H21.3]
102 未入力 100 106.0% 25.0%

②
農業体験参加
者数

実施体験事業
参加者数

135人 403人 136人 120人 113.3% 25.0%

③
中山間地域交
流取組組織数

事業実績報告
書により把握

３組織 ３組織 ３組織 ６組織 50.0% 25.0%

④
交流センター
年間利用者数

交流センタ－
利用状況報告
書により集計

263,908
人

207,457
人

222,470
264,000

人
84.3% 25.0%

06-03市民・企業と行政の協働体制の構築

06-03-01協働の定着と拡充

①

市が行ってい
る協働事業一
覧に掲載され
ている活動の
数

各担当課に確
認、集計

26件 57件
57件

［H26実
績］

29件 達成 30.0%

②

地域貢献活動
企業褒賞への
情報提供事業
数

企業、市民等
へ情報提供を
依頼、集計

167件
[H20.8]

309件
［H26.12］

322件
［H27.12］

300件 達成 40.0%

③

市民活動情報
センターが仲
介した協働事
業マッチング
件数

センタ－の実
績報告書によ
り把握

13件 19件 15件 15件 100.0% 30.0%
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 地域資源の有
効活用を図りな
がら、地域間の
交流・連携を促
進し、市内16 地
区が有機的に連
携・共生するま
ちづくりが行わ
れて、地域の自
立活性化に向
け、農村環境を
活用した体験学
習やグリーン
ツーリズムなど、
地域の豊かな自
然や農業に親し
む機会の提供
等による魅力が
発信され、定住
交流がなされて
いる。

Ｂ

4つの指標のうち２つ
について目標を達成
しており、おおむね順
調と判断できる。

交流センターの
利用者はH23の
有料化などの影
響で減少し、そ
の後減少傾向が
続いていたが、
H27は増加して
いる(前年比7.2%
増）。

①地域の積極的な取り組みによ
り、景観資産認定数は目標を達
成している。

②H26から農協など関連機関と
連携しながら農業体験の受け入
れを行っているため、農業体験
者数が増えた。

③中山間地域における交流は、
地区や対象が限定的で取組が
難しい。

④交流センター利用者数は、有
料化などの影響でサークル活動
などの利用が減少し、その後も
減少傾向を脱していない。

①関係部課の施策推進調整が
必要である。

①交流センターでは、老朽化
が進んでいる施設もあり、利用
者の増加に対してマイナス要
因となっている。

②少子高齢化の急速な進行や
若い世代の都市部への流出な
どにより、集落機能の低下、農
地・山林の荒廃による環境保
全機能や豊かな農村景観の喪
失なども懸念されている。

③既存ストックなど地域資源が
十分に活用されていない。

④交流センターによって利用
者の増減の違いがあるが、全
体的に利用者が減少傾向にあ
る。

①交流センターは計画的に効
果的な改修工事や修繕を行
い、利用者である地域住民の
主体的な活動を促進する。

②H26年度から新たな交付金
制度として「地域づくり総合交
付金」の交付を開始し、「人口
減少地域定住化促進事業」も
実施している。それらの助成金
等を活用しながら、地域が主
体となったまちづくりを推進す
ることにより、その地域の魅力
の増進を図る。

③国の助成事業等、活用でき
る事業の情報提供を積極的に
行い、さまざまな実施主体が地
域資源を生かした取り組みが
できるよう支援していく。

④交流センターの職員の研修
会を実施し、課題解決に向け
て取り組んでいく。
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 市民の幅広い
参画のもと、市
民、企業、行政
それぞれが主体
的に活動し、連
携してまちづくり
に取り組んでい
る。協働手法を
効果的に活用し
たいと思う市
民、NPO、地域
コミュニティ、企
業等をサポート
する仕組みが構
築され、まちづく
りのための実践
力が高まってい
る。

Ａ

企業の地域貢献活動
や地域コミュニティ組
織、市民活動団体等
のまちづくり活動はこ
れまでの経験により、
一定の活動ができて
いる状況にあり、指標
は最終目標を達成し
ている。。

　 ①企業の地域貢献活動につい
て、情報提供された活動件数の
増加していることから、企業の意
識や市民の認識も上がってき
た。褒賞された活動は地域コミュ
ニティや他団体と協働したもの
が多く、企業の地域貢献の醸成
がなされてきた。

②市民活動情報センター事業に
よる共同事業マッチング件数は
目標を達成している。

①市民公募型協働事業のまち
づくりチャレンジ補助金で、新規
事業の取り組みもあり、市民活
動団の自発的な活動を応援する
ことで、まちづくりの機運が高
まった。

市民活動団体や地域づくり組
織等において、これまでの経
験により一定の活動の実現が
できているが、更にまちづくり
活動を発展させるため、特定
の人しか関わっていないなど
の人材不足や各団体の活動
から更に他団体との協働事業
への発展、拡充が少ない。

市民活動情報センターを活用
し、団体の活動紹介等情報提
供や地域活動のアドバイスを
行い、北上市内における、地
域や企業、行政と協働事業を
実施したことのある団体の数を
増やすことによって、市民活動
の推進、協働の推進につなげ
る。

市民公募型協働事業により協
働によるまちづくり活動を支援
する。
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■平成27年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

06-04信頼ある開かれた行政の推進

06-04-01情報公開の推進

①
ホ－ムペ－ジ
へのアクセス
件数

ホ－ムペ－ジ
管理業務によ
り集計

291,677 607,265 582,441 760,000 76.6% 40.0%

②

信頼ある開か
れた行政の推
進に対する市
民満足度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.892
[H24]

3.911 － 増加 － 60.0%

06-04-02広聴活動の充実

①

市政座談会の
参加者数（世
帯数のうちの
割合）

座談会の参加
者数(開催時に
把握)

6.2% 5.1％ 4.5% 6.7% 67.6% 50.0%

②

信頼ある開か
れた行政の推
進に対する市
民満足度

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.892
[H24]

3.911 － 増加 － 50.0%
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 市民に市政情
報が迅速に分か
りやすく伝わり、
広報紙やホーム
ページなどの内
容が充実され、
ケーブルテレビ
など多様な媒体
を活用した広報
活動が強化され
ていること。ま
た、情報公開や
個人情報保護
制度の充実等に
より、透明性が
高く信頼される
行政となってい
ること。 市民が
議会へ高い関心
を寄せている状
態。

Ａ

H26年７月のホーム
ページ更新により閲
覧者数のカウントが
純粋な外部アクセス
のカウントのみとなっ
たことからH27実績値
が減少し基準値や最
終目標値を下回って
いるが、外部アクセス
は前年度より大幅な
増減はない。

　 ①市民のニーズ、情報収集手段
が多様化し、ホームペ－ジを活
用する市民が増えてきている。

①市政情報を広報紙に一元化
するとともに、ホームページ、
ケｰブルテレビ、報道機関を通じ
て、市政情報を周知している。
（H26年7月のホームページの更
新により閲覧者数のカウントが
純粋な外部アクセスのカウント
のみとなったことからH27実績値
が減少し基準値や最終目標値を
下回ったが、外部アクセスは前
年度より大幅な増減はないと判
断し「概ね順調」とした）

②市ホームページに事務改善等
の情報共有データベースを掲載
し、より透明性のある市政運営
に努めている。

③市議会広聴広報特別委員会
を設置し広聴広報活動を行い積
極的に情報の発信をしている。
　
④議会本会議のほか常任委員
会、議会全員協議会等原則す
べての会議を公開としている。

①情報提供に対する市民ニー
ズが多様化している。

②市のプロモーションのために
報道機関等が積極的に利用さ
れていない。

③議会からの一方的な情報発
信となっており、市民の意見を
聴く機会が少ない。

④議場での傍聴は、時間や場
所の制限があるため各種媒体
を用いた情報提供が求められ
ている。

①広報紙、ホームページ、メー
ルマガジン、フェイスブック、
ケーブルテレビの市政放送は
よりわかりやすい情報提供を
検討するとともに、新たな情報
提供手段の研究をする。

②報道機関等へプロモーショ
ン効果の高いニュースを積極
的に提供する。

③議会広報によりわかりやす
い情報提供を行うとともに、市
民モニター制度など市民の意
見を幅広く聴取することができ
る方法を検討する。
　
④より一層開かれた議会とな
るよう議会のあり方を検討す
る。
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 市民からの意
見や要望を的確
に把握し、市政
に反映させるた
め、さまざまな
方法で広く市民
（及び北上しら
ゆり大使）から
の情報を収集す
る広聴活動が充
実している。

Ｂ

指標１は目標値から
遠ざかっている。指標
２は増加傾向でありお
おむね順調と判断で
きる。

指標１について
は指標実績値は
減っているもの
の、実参加者数
はH26は15地区
883名、H27は16
地区931名となっ
ており、概ね順
調と判断できる。

市政座談会は、各地区の自治
協議会が主催するものであり、
テーマや周知方法などそれぞれ
の地域で工夫している。

市政座談会の持ち方について、
より多くの市民の方が参加でき
るよう、ズ－ムアップ市政、地域
を語ろうの２パタ－ンを中心に、
なるべく地域の要望に沿って開
催できるようにしている。

①幅広く市政への意見、要望
や提言を得るための方法が不
足している。

②北上ふるさと会、北上産業
人会、北上しらゆり大使による
外部からの視点、助言が十分
に活用されていない。

③広聴活動を充実させるため
の体制が確立されていない。

④市政座談会の課題が道路
整備の要望などに偏ってきて
いる。

①ホームペ－ジやフェイスブッ
クなどを活用した広聴活動の
検討。市長が直接、広い世代
層、団体と意見交換するタウン
ミーティングを継続する。

②北上ふるさと会、北上産業
人会、北上しらゆり大使らの活
動の有効性を高める仕組み作
りを検討。

③広聴活動を充実させるため
の広聴活動ガイドラインを作成
する。

④市政座談会での課題につい
ては、地域の意向を尊重しつ
つ扱う課題を協議する。
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■平成27年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

06-04-03行政評価の推進による情報共有

①
評価結果公表
ホームページ
閲覧件数

評価結果のHP
公表に対して
の年間閲覧件
数

629件
[H22.3]

1,891件 1,373件 800件 435.1% 20.0%

②
市民参加型評
価の延べ参加
者数［累計］

きたかみ未来
創造会議（全４
回）の延べ参
加者数

123人
[H24]

388人
（H26会
議数：５

回）

495人
（Ｈ27会

議数：
480人 103.1% 10.0%

③

外部評価の実
施施策割合
（基本施策単
位）[累計]

毎年度の外部
評価該当基本
施策累計÷基
本施策数（26
施策）

7.7％
［H23］

42.3% 53.9% 53.8％ 達成 35.0%

④
施策の単年度
における達成
率

順調+概ね順
調の施策数/
評価施策数

69.9%
[H23年

度]
68.7% 70.7%

80.0%以
上

未達成 35.0%

06-05効果的な行政運営と強固な財政基盤の構築

06-05-01効果的かつ効率的な行政経営の推進

①
庁内の人材を
活用した研修
の実施回数

職員が講師と
なり職員を対
象に実施した
研修会の回
数。毎年度、庁
内調査により
把握。

185
[H22.3]

257 230 278 48.4% 10.0%

②
住民千人当た
り職員数(普通
会計)

公営企業等会
計部門職員を
除く普通会計
職員÷人口×
1000
〈下段「（）」付き
は、任期付職
員数を除いた
値〉

6.29人 6.31人
（6.11人）

6.49人
（6.22人）

6.00未
満

未達成 40.0%

③
業務改善改革
運動参加率(職
場)[単年度]

参加した課等
の数÷全課等
数（一部事務
組合含む、小
中学校及び個
人除く）

67.6% 69.4% 62.9% 100.0% 未達成 20.0%

④

効果的な行政
運営と強固な
財政基盤の構
築に対する市
民満足度（6段
階評価）

市民意識調査
による［隔年実
施］

3.842
[H24]

3.697 － 増加 － 20.0%

⑤

一件500万円
以上の入札に
おける一般競
争入札導入率
（条件付）

500万以上の
一般競争入札
件数/500万以
上の入札件数

22.3%
[Ｈ22年

度]
36.4% 38.1% 70% 未達成 10.0%
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　内部評価及び
外部評価によ
り、行政課題に
向き合うことで、
施策及び事務事
業の改善を促さ
れ、かつ、その
内容が市民と情
報共有される状
態になっている
こと。

Ｂ

　外部評価の実施割
合が増加し、結果を
踏まえた改善が進ん
でいる（№3）他、概ね
指標は達成されてい
ると見た。ただし、施
策の達成率が目標よ
りも低かった（№4）こ
とから、左記のとおり
概ね順調と判断した。

　特になし。 ①社会問題が多様化する中、経
営改革を展開するなどしており、
行政に向けられる市民の視線は
厳しさが増している一方、直接
参加の機会を活かし、市政の改
善を後押しする市民の動きもう
かがえる。
　
②ホームページの閲覧数が伸び
ているが、閲覧者が特定できず
分析が困難な側面がある。な
お、対象者は、市民、外部評価
委員、職員、他市町村関係者な
どが想定される。

①きたかみ未来創造会議を開催
し、市民参加型の評価を行なが
ら市民のニーズを取り入れる機
会を設けた。
　
②外部評価により専門的見地に
よる客観的な評価が得られた。
また、継続により相対的に評価
を受けた施策数が増加した。
　
③総合計画の着実な推進のた
め、施策ごとに推進方針を付す
る等、評価結果の活用した行政
マネジメントに取り組んだ。

①職員に対し、行政評価が行
政マネジメントシステムのひと
つであることの認識が広まって
いない。
　
②行政評価を継続してきてい
るが、その目的や必要性など
評価に対する職員の意識が低
く、形骸化（マンネリ化）のきら
いが見受けられる。
　
③内容が複雑であることもある
が、評価結果の公表スタイル
が市民にとって分かりにくいも
のとなっている。

④施策評価の結果について
ローリングや事業取捨への反
映プロセスがあいまいな部分
がある。

①政策推進会議において、行
政マネジメントシステム（行政
評価サイクル部分＝内部評価
及び外部評価の実施、評価結
果の反映）を能動的に運用し、
政策調整機能の向上を図る。

②行政評価に係る研修の場を
２～３年に一度定期的に開催
するなどし、職員の意識向上
及びスキルアップを図る。

③評価結果の公表について
は、他市の事例等を参考に見
やすさに配慮するなど、市民に
分かりやすい内容となるよう検
討する。

④行政マネジメントシステムの
適正運用の観点から、ローリン
グや事業取捨の仕組みを検討
する。
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業務改善や能
力開発による資
質の向上に対す
る職員の意欲が
盛り上がり、組
織の最適化が
進むことで、持
続可能な行政経
営体制が構築さ
れた状態になっ
ていること。

Ｃ

　全ての数値におい
て未達成の状態にあ
るため。

職員数の増加
は、沿岸被災地
の支援のための
職員派遣、国体
の開催に向けた
体制確保による
ものとなってい
る。

①市の行財政基盤に対する市
民の認識は、経営改革による増
税等の影響もあり、厳しい状況
が続いている。

②業務改善運動発表会には一
般市民の来場もあるが、まだま
だ少数で、取り組みが広く知ら
れている状態にはない。

①国体対応に向け、職員数は一
時的に増加している。また、国体
の要因を除くと、行革により一定
の人員削減は既に完了してい
る。

②業務改善運動の取り組み数
は、募集開始時期が秋にずれ込
んだことなどが影響し、減少につ
ながった。

③業務改善は、推進委員経験
者が各職場に分散し、カイゼン
文化が醸成され始めている。ま
た、エントリーを行わず、個別に
改善に取り組んでいるケースも
存在する。
　
④すべての数値において、指標
の値が高すぎるきらいがある。

①国体対応の職員分が増加し
ているが、その他の業務量も
また増加しており、職員数が十
分充足しているとは言えない
側面もある。
　
②行政経験が浅く、かつ、改善
運動への理解に乏しい新規採
用職員に対し、いきなり改善を
求めることにはやや無理があ
る。
　
③職員の探究心や向上心を満
たるような仕組みが整備されて
いない。

④経営の効率化や強固な財政
基盤の構築についての分かり
やすい情報が発信されていな
い。

①行政マネジメントシステムに
より、継続して効果・効率的な
組織体制の見直しや職員の適
正配置を図り、市民サービス
の向上を目指す。

②業務改善改革運動に引き続
き取り組み、業務の効率化や
職場の活性化を目指す。また、
経験の浅い職員や彼らをサ
ポートするべき上司等に対す
る研修を行うなど、分かりやす
い、発案しやすい、業務改善運
動に向けた研修を行うなどの
丁寧なケアを行う。

③職員の意欲を掻き立てられ
るよう、職員政策形成制度や
職員提案制度の活用を促して
いく。

④シティプロモーションの観点
からも分かりやすい情報発信
を心掛ける。
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■平成27年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

06-05-02財政健全化の推進

① 将来負担比率

(将来負担額－
元利償還金分
の基準財政需
要額－特定財
源見込額－基
金の額)÷(標
準財政規模－
元利償還金分
の基準財政需
要額)

206.2% 106.8% 108.5% 160.0% - 40.0%

② 実質赤字比率
普通会計の赤
字額÷標準財
政規模

0％以下 0%以下 0%以下 0％以下 達成 30.0%

③
連結実質赤字
比率

全会計連結の
赤字額÷標準
財政規模

0％以下 0%以下 0%以下 0％以下 達成 30.0%

06-05-03公営企業の効率的運営の推進≪下水道部門≫

①
水道事業会計
経常収支比率

(営業収益＋営
業外収益)/(営
業費用＋営業
外費用)×100
※平成26年度
から岩手中部
水道企業団全
体の値

111.0% 107.9% 107.5% 110.0% 達成 50.0%

②
下水道事業会
計経常収支比
率

(営業収益＋営
業外収益)/(営
業費用＋営業
外費用)×100
〈下段「（）」は、
収益から基準
外繰入金を除
いた値〉

81.9%
（78.1%）

105.7%
（100.3%）

111.3%
（107.6%）

95.4% 達成 50.0%
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起債残高を抑制
する一方、将来
の公債費に充て
る財源である積
立基金を確保す
ることにより、将
来世代への負
担を軽減する。

Ｂ

実質赤字比率と連結
実質赤字比率につい
ては今年度も算定さ
れない見込みであ
る。将来負担比率に
ついては今年度は微
増が見込まれている
ものの、引き続き減少
を続ける見込みであ
ることから概ね順調で
あるといえる。

　 ①　国の緊急経済対策に基づく
臨時交付金等を、普通建設事業
に充当したことから、起債の発
行が大幅に抑制できた。

②　一部事務組合の施設整備
の補助金充当残額に対して震災
特別交付税が交付されたことか
ら、後年度の一部事務組合の組
合債償還に係る負担金額が軽
減された。

①　経営改革の一環として、固
定資産等の税率改正を実施し
た。

②　公営企業会計及び特別会
計への繰出金（補助金）を増額
し、公営企業会計の長期借入金
と特別会計の繰上充用金を解消
した。

③　平成30年度に起債償還額
のピークを迎える地域総合整備
事業債の繰上償還を実施し、後
年度の実質公債費比率の抑制
を図った。

①　国の三位一体改革などの
行財政システムの見直しに伴
い、財政負担が増加している。

②　高齢化・福祉施策に伴う
サービスの増大に伴い、扶助
費が増大している。

③　資産老朽化比率が増加を
続けており、インフラ資産の最
適化と長寿命化が必要性が高
まっている。これに伴い、今後
多大な経営資源の投入が必要
となる。

④　積立基金残高が減少を続
けていることから、突発的な財
政需要への対応が困難となる
ことが予測される。

①　公共施設等総合管理計画
を策定し、市の今後の公共施
設の維持管理方針を定め、最
適化や長寿命化に係る実施計
画の策定及び実行につなげて
いく。

②　公共施設の将来の更新、
補修に備えるため、「（仮称）公
共施設維持管理基金」の創設
を検討する。（市有公共施設の
減価償却費の一部を積立てる
等のルールを併せて定める。）

③　将来負担比率・実質公債
費比率共に、県内及び全国類
似団体の平均値を超えている
ことから、一層の指標の改善を
図る。（将来負担比率：県内13
市平均72.5%、全国類団平均
67.3%、実質公債費比率：県内
13市平均13.8%、全国類団平均
9.3%）

④　指標の実績値の改善のた
め、事務事業の見直しを行い、
経営改革の更なる推進を図
る。
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 運営基盤の強
化と効率的な経
営により施設を
適切に維持し、
継続的なサービ
ス提供ができて
いること。

Ｃ

経常収支比率は基準
年度より順調に実績
値が伸びており、かつ
平成27年度の最終目
標値を大きく上回った
ため。（下水道事業会
計）

繰出金の依存度
が高く、また、今
後見込まれる老
朽管等施設更新
の財源が不足し
ているため。

①一般家庭への下水道普及及
び企業立地により、公共下水道
使用料収入が増加した。

②特定公共下水道使用料収入
は、前年度に比較して微減し
た。

①計画どおりの建設事業を実施
し、新規建設事業債の発行を抑
制したことにより、企業債利息の
償還額が減少したが、企業債償
還額は依然高止まりしている。

②県への要望により、平成24年
度から流域下水道維持管理負
担金の単価が引き下げられたた
め、負担金が減少した。

①公共下水道の有収率が低
く、不明水対策が遅れている。

②資金不足により施設修繕
費、施設更新費の財源を確保
できない。

①老朽施設更新への対応

②水洗化の普及促進の継続

③下水道事業の適正な運営及
び使用料と一般会計繰出金の
見直し
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■平成27年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

目標
達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
前期最終
達成状況

[Ｈ27]

左記の理由 成果の達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H20]

H26実績 H27実績
前期計画
最終目標

［H27］

06-05-04安定した財政基盤の確立

① 自主財源比率
自主財源の額
÷　歳入総額

56.8% 48.8% 47.1% 57.5% - 20.0%

② 経常収支比率

経常経費に充
てられた一般
財源の額　÷
経常一般財源
の額

86.3% 88.5% 89.5% 80.0% - 10.0%

③
実質公債費比
率

(起債等の元利
償還金－元利
償還金分の基
準財政需要額
－特定財源)÷
(標準財政規模
－元利償還金
分の基準財政
需要額)

14.7% 16.6% 16.1%
18.0％

未満
達成 70.0%

06-06広域行政の推進

06-06-01広域行政の推進

①
近隣自治体と
連携した事例
数

連携状況を確
認

一部事
務組合

等による
広域行

政の取り
組み

（平成27
年連携
状況）

北上地
区広域
行政組

合、岩手
中部広
域行政

組合、北
上地区
消防組

合、日高
見の国
定住自

立圏

12事業
（既存事

業）

新たな
仕組み
の構築

達成 70.0%

②
市長会等への
提言数

市長会等への
提言及び要望
件数

４
[H22年

度]
８ ８ ８ 100.0% 30.0%
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・市税等の自主
財源が歳入総
額に占める割合
を高める。
・人件費、扶助
費、公債費など
の義務的な経費
及び物件費を抑
制する。
・歳出のうち公
債費が占める割
合を抑制する。

Ｃ

実質公債費比率につ
いては減少が見込ま
れているものの、自主
財源比率と経常収支
比率は増加が見込ま
れることから、やや遅
れている。

　 ①国の経済対策施策による補
助金（依存財源）が増加したこと
により、自主財源の割合が低く
なったことが、自主財源比率が
上昇しない要因となっている。

②税収入がリーマン・ショック前
の水準に回復しない一方、扶助
費が年々増加を続けていること
が、経常収支比率が減少しない
要因となっている。

③国の経済対策施策による補
助金を建設事業に充当している
ことなどにより、近年起債発行額
が抑制されている。このことが、
実質公債費比率が減少に転じる
要因となっている。

①内部要因的な自主財源（財産
収入、繰入金等）が増加しないこ
とが、自主財源比率が上昇しな
い要因の一つとなっている。

②外部委託等の増加により物件
費が上昇していることが、経常
収支比率が減少しない要因と
なっている。

③使用料の見直しを、平成24年
度以降実施していない。

①近年、実質公債費比率が高
めの状態が続いている。（実質
公債費比率が18％を超える
と、地方債の発行が許可制に
なり行政運営に支障を来す。）

②市民意識調査において基本
施策について「分かりづらい。」
との意見がある。現在、効果的
な周知方法を見いだせていな
い。
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 行政・民間の広
域的な連携交流
により、共通の
課題をともに解
決することで、効
果的で効率的な
まちづくりをすす
めることができ
ていること。

Ａ

近隣自治体との連携
の新たな仕組みとし
て定住自立圏を形成
（№１）するとともに、
市長会等への提言数
が最終目標値を達成
している（№２）ことか
ら、順調と判断した。

特になし。 ①少子高齢化の進展に伴い、人
口減少問題が全国的な問題とし
てクローズアップされている。

①従来の広域連携の枠組みで
あった協議会は、所期目的を達
成したとして解散したものもあ
る。
・北東北地域連携軸構想推進協
議会（H25.3解散）
・北上中部地方拠点都市地域推
進協議会（H25.9解散）
・北上川流域市町村連携協議会
（H26.11解散）
②北上市、奥州市、金ケ崎町、
西和賀町の２町２町において「日
高見の国定住自立圏」を形成し
た（H27.9）。

①人口減少社会への対応とし
て、市単独による定住化への
取り組みのほか、近隣自治体
との広域連携により、相互の
都市機能を活かした役割分担
や、環境・歴史・文化など、そ
れぞれの魅力を活かしたネット
ワークが構築できていない。

②定住自立圏における新規連
携事業が構築できていない。

①広域での人口定住の受け皿
を形成するため、定住自立圏
構想に基づく近隣自治体との
連携を推進していく。

②定住自立圏における新規事
業について、関係部課及び近
隣自治体とともに検討、構築し
ていく。

③北上市のみならず地方自治
体に共通する課題解決に向
け、各都市との連携を図り、岩
手県市長会などを積極的に活
用し要望活動を行う。

①行政財産の貸付けや遊休地
の公売を促進することにより、
自主財源の確保を図る。

②既存の業務の必要性を再検
証し、見直しを行うことにより、
経常収支が上昇しない内部的
要素である人件費と物件費の
更なる抑制を図る。

③建設事業債年間発行額を抑
えることにより、地方債に係る
プライマリーバランスが均衡す
る（借入金の返済額以上に借
金をしない）行財政運営を行
う。
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